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フィリピン

地方水道改善プロジェクト

外部評価者：株式会社日本経済研究所 西川 圭輔

０. 要旨

本事業は、小規模水道区を資金面・技術面で支援し、これらの水道区のサービス向上と

経営改善を目指すことを目的に実施されたものであった。本事業の目的は、計画時と完了

時の両時点においてフィリピンの開発計画や開発ニーズに合致していたほか、計画時の日

本の援助政策とも十分整合しており、妥当性は高い。事業の実施を通じて、想定されてい

た 5 つの成果は概ね達成され、プロジェクト目標の達成にもつながったことから、事業完

了時点の有効性も高い。また、水道区の運営・財務指標は事業完了後も平均的に改善し続

けており、上位目標は概ね達成されているといえるほか、本事業は環境社会面でマイナス

の影響を及ぼしていないことから、インパクトも十分発現していると考えられる。したが

って、本事業の有効性・インパクトは高いといえる。事業の実施面では、協力期間が延長

されたことを主な要因として、事業費も計画額を上回っており、効率性は中程度であると

判断された。持続性については、水道区の運営・財務状況は全般的には改善してきている

ものの、採算性の確保を求められる地方水道公社（Local Water Utilities Administration、以下、

「LWUA」という。）から低利融資を受けるのが困難な状況が、水道区のさらなる経営改善

のボトルネックとなっていることや、一部の水道区は職員数が余剰であることなど、一部

に課題も見受けられたことから、本事業で発現した効果の持続性は中程度である。

以上より、本事業の評価は高いといえる。

１. 事業の概要
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１.１ 協力の背景

 フィリピンでは 1960 年代まで水道サービスは地方行政体によって提供されていたが、

1973 年の大統領令 198 号の下で水道区の創設が認可された。同時に、LWUA が水道区に対

して技術・資金援助ならびに各種規制を行う国有国営法人として設立された。

2004 年、水道セクターの資金調達方針の根本的改革および LWUA の運営組織合理化を促

進すべく、政令第 279 号が承認された。同政令は、LWUA による低信用度の水道区への貸

付・技術支援を規定し、水道区がより信用度を高め自立発展できるようにすることを目的

とした。

 しかし、多くの小規模水道区は依然として、財源不足、技術・組織・マネージマントの

能力不足、不十分な給水、劣悪な水質、高い無収水率などの種々の問題に直面していた。

これらの水道区では、初期の設備投資に要した過重債務のため、施設の必要な修復等への

新たな借り入れができないことや施設の運営・維持管理や修復が不十分なことから施設が

劣化しており、受益者の減少を招いていた。

 このような状況下、フィリピン政府は日本政府に、小規模水道区を資金面・技術面で支

援し、これらの水道区のサービス向上と経営改善を目指すため、「地方水道改善プロジェク

ト」の実施を要請し、本事業が実施されることとなった。

 本事業は当初 5 年間実施される予定であったが、当該期間の終了に当たり、対象とした

水道区においては本事業で獲得した技能・知識が活用されているが、実際の活用方法には

改善の余地があることから、事業を延長することが提言された。この提言を受け、JICA と

LWUA は本事業を延長することに合意し、本事業はさらに 1 年 8 ヵ月延長されることとな

った。

１.２ 協力の概要

上位目標 対象水道区のサービス及び経営が改善される。

プロジェクト目標

1. 選定水道区のサービス及び経営が改善される。

2. （20 の選定水道区を除く）対象水道区のサービス及び経営改善

のための方策が示される。

成果1

成果 1
対象水道区のプロファイルが作成され、本事業により改善を図る水

道区が選定される。

成果 2
選定水道区において水道事業経営・サービス改善計画が作成され、

アップデートされ、スケジュール通りに実行される。

成果 3 選定水道区における給水施設が改善される。

成果 4
対象水道区職員の水道事業運営全般に係るマネージメント能力が

強化される。

1 成果～プロジェクト目標～上位目標の分析に当たっては、2012 年 2 月に実施された延長期間の終了時評

価時点の PDM を用いた。当初計画時の PDM からは、各指標を含め度々変更が加えられたが、基本的には

表現の変更に留まっていた。



3

成果 5
LWUA の対象水道区に対する技術支援が強化され、他の水道区へも

普及される。

日本側の協力金額 1,028 百万円

協力期間
2005 年 8 月 ～ 2012 年 3 月

（うち延長期間：2010 年 8 月 ～ 2012 年 3 月）

実施機関 地方水道公社（Local Water Utilities Administration: LWUA）

その他相手国

協力機関など

公共事業・道路省（2005 年 8 月～2008 年 6 月および 2011 年 10 月

～2012 年 3 月）

保健省（2008 年 7 月～2011 年 9 月）

我が国協力機関 株式会社エヌジェーエス・コンサルタンツ

関連事業

【円借款】

地方都市水道整備事業（1988～2007 年、5 フェーズにわたり実施）

地方上水道整備事業（1977～2015 年、地方上水道開発事業（1977

年）から名称を変更し 2015 年まで 5 フェーズにわたり実施）

【無償資金協力】

地方都市水質改善計画（2002～2005 年）およびフォローアップ協力

（2010～2013 年）

【その他国際機関、援助機関等】

世界銀行：地方自治体都市水道・衛生事業（1999～2006 年）等

アジア開発銀行：小規模都市上水セクター事業（1996～2005 年）等

ドイツ：州都市上水道事業（2003～2006 年）等

などが長年にわたって様々な協力を実施

１.３ 終了時評価の概要2

１.３.１ 終了時評価時のプロジェクト目標達成見込み

 プロジェクト目標の達成度を測る指標は 3 つ設定されていた。1 つ目の選定水道区

の運営・財務上の指標の改善については、一部の指標のデータの整備状況が不十分であ

ったが、全体的には改善があり事業効果が認められた。その他の 2 つの指標はともに達

成されたと判断された。

１.３.２ 終了時評価時の上位目標達成見込み

 終了時評価では、本事業の水道区の職員がセミナー、ワークショップ、OJT 研修等

で培った技能を継続して金融機関等から融資を受けたり運営状況のさらなる改善に向け

て応用していくことにより運営・財務上の指標が改善され、上位目標が達成されること

が見込まれていた。

2 終了時評価は当初期間の完了前および延長期間の完了前に実施されたが、ここでは事業全体の完了に合

わせて実施された延長期間の終了時評価の概要を記載している。
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１.３.３ 終了時評価時の提言内容

 本事業の延長期間の終了時評価では、以下の 4 点に関する提言がなされた（終了時評

価要約表による）。

① 事業の持続性を向上させるため、LWUA が運営指導員を通じて水道区への相談窓口

を強化すること。この窓口を通じて、運営指導員からの技術移転が継続して無償で

受けられるようにすること。

② LWUA が、小規模水道区間の協力関係構築について努力すること。

③ 良好なパフォーマンスの水道区の管理者や職員を LWUA のセミナー等に講師とし

て招き、経験などを広めること。

④ LWUA の社会的責任に基づいて、小規模水道区に対して低利で長期返済型のローン

の提供の可能性について考察すること。

また、JICA 提供資料によると、上記の 4 つの提言内容に加え、以下の点も教訓として

LWUA に対して提示された3。

� 事業期間だけでなく事業完了後も客観的に事業成果を計測するため、対象水道区の運

営上および財務上の指標を継続的にモニタリングする仕組みを導入することが必要

である。

２. 調査の概要

２.１ 外部評価者

 西川 圭輔（株式会社日本経済研究所）

２.２ 調査期間

 今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。

 調査期間：2014 年 10 月～2015 年 9 月

 現地調査：2015 年 1 月 8 日～ 2 月 6 日、2015 年 4 月 5 日～ 4 月 18 日

２.３ 評価の制約

 本事後評価調査にて評価判断を行うに当たり、調査上以下の制約が生じた。

� 本事業で支援した水道区は計 60 に上ったが、本事後評価では、全国に点在する全ての

水道区を訪問することは時間の制約上困難であり、中部ルソン地域およびパナイ島に

おける計 14 の水道区への訪問に留まった。これは案件全体の状況を把握するのに足り

うる数であったと判断されるが、ミンダナオ島については、治安が不安定であること

から訪問できなかった。ミンダナオ島では 12 の水道区が本事業の支援を受けたが、そ

の運営・維持管理状況は、水道区から LWUA に提出された運営・財務指標以外把握で

3 「提言」と捉えられる内容であったことから、本文に記した。
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きなかった。

� 運営・財務指標の検討の際に、当初の事業期間（以下、「当初期間」という）に支援対

象であった 54 の水道区からのデータ入手を試みたが、操業を停止した水道区や地方行

政体に水道サービスが移管された水道区の他に、データを LWUA に提出していない水

道区も存在した。そのため、運営・財務指標の分析に際しては、データ一部未提出の

水道区の数値は、平均的な伸び率を用いたり、改善が見られなかったものとしたりす

ることにより推計した。そのため、必ずしも正確な数値ではなく目安として捉える必

要がある。

３. 評価結果（レーティング：B4）

３.１ 妥当性（レーティング：③5）

３.１.１ 開発政策との整合性

計画時のフィリピンの国家開発計画であった「新中期開発計画（2004-2010）」では、

マニラ首都圏外の 633の無給水町6に安全な飲料水を供給することが優先課題として位置

づけられていた。また、2004 年の大統領令では自立・持続性のある水道区の育成が急務

であるとされていた。

事業完了時の国家開発計画「フィリピン開発計画 2011-2016」では、水は基本的ニーズ

であり人々の権利として、また経済成長を支えるものとして位置づけられており、上水

供給に関しては、無給水地域への優先プログラムの実施や需要を満たす水源の開発、供

給地域の拡大などの優先戦略が掲げられていた。

水セクターレベルでは、「フィリピン水道供給セクターロードマップ（第 2 版）」が 2010

年に策定されており、特にサービスカバー率が 50%未満の上水供給地域において適切な

インフラを整備することが、中期的な成果のひとつとして掲げられている。

なお、フィリピンの水セクターにおいては、後述の通り多数の機関が関わっているが、

水道区に対する技術的・財務的な支援は LWUA が行っている。LWUA は 2008 年 7 月の

政令 738 号により、公共事業・道路省から保健省の管轄下の公社として移管され、その

後 2011 年 10 月には政令 62 号により再度公共事業道路省に再移管された。所管省庁には

変更があったものの、全国の地方給水事業者に対して財務・技術・組織の面で支援と規

制を行うという使命に変わりはない。

以上より、本事業は、特に上水供給を普及させていくという点において、計画時から

事業完了時点（2012 年）の国家レベルおよびセクターレベルの開発計画に合致している

といえる。

4 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」
5 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」
6 飲料に適した水供給が全世帯の 50%以下の町
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３.１.２ 開発ニーズとの整合性

本事業計画時、フィリピンでは厳しい財政状況の下、水道セクターの政策に掲げられ

た目標と現実のギャップが大きく、その理由のひとつとして、財務状況が健全とは言え

ず自立的な水道事業経営が危ぶまれている水道事業体7（水道区、地方自治体、水道組合）

が多く存在しており、水源の開発や供給地域の拡大に十分に貢献できていないことが挙

げられていた。これらの水道事業体のうち、経営の自立性に劣る小規模な水道区は、一

般的に財源不足、技術・組織・マネージメントの能力不足、不十分な給水、劣悪な水質、

高い無収水率といった課題を抱えていた。このような課題をふまえ、本事業は、水道事

業体の中でも特に課題が多い小規模水道区への支援に焦点をあて、全国の小規模水道区

の中から施設や財務上の健全性が劣るものの、その改善が期待できる水道区として 54 の

水道区を「対象水道区」として選定した上で、その中からさらに比較的小規模な追加的

資金の投入と水道事業運営全般に係る能力強化を通じて経営の自立性が見込める水道区

を「選定水道区」として選定し、施設の一部改善を支援するとともに経営とサービスの

改善を図ったものである。そのため、本事業は計画時の小規模水道区のニーズに応える

ものであったといえる。

本事業の実施により、対象とした水道区は、後述の通り全体的には財務状況および給

水サービスが計画時よりも改善したところが多いものの、十分な水準まで達したとはい

えず、さらなる改善が必要とされる水道区が少なくない。また、事業完了時点でも資金

調達源が限られており施設整備による顧客ベース拡大等の経営改善に向けたきっかけが

得づらい状況にあった。

全国レベルでは、世界保健機関（WHO）／ユニセフ（UNICEF）の共同モニタリング

プログラムにおける推計によると、各戸給水を受けている世帯は、2012 年時点でフィリ

ピン全体の 43%（都市部 61%、地方部 26%）と、2000 年の 33%、2005 年の 38%から着

実に増加している8。また、ミレニアム開発目標（MDG）の進捗報告書によると、安全

な水を利用できる国民の割合9は、本事業開始前の2004年の77.4%から、2011年には84.4%

に上昇していることが確認された。しかし、水道網に接続された世帯割合は依然として

半分以下であるほか、安全な水を利用できない国民も 15%程度いることから、事業完了

時点においても給水サービスの改善に対するニーズは存在していたといえる。

7 水道区：区とあるが、地域ではなく、組織体を指す。人口 2 万人以上の町に設立され、独立採算による

事業運営を基本とする水道事業体。。LWUA によると 2013 年末時点では 514 の水道区があり、約 19 百万

人に給水サービスを提供している（公開データとしては Water Districts Directory 2003-2004 が最新となり、

これによると、全国に 447 の水道区があり、約 15 百万人に給水サービスを提供している）。

地方自治体：約 350 の自治体が 2005 年時点、約 7 百万人に給水サービスを提供している（出所：事業事前

評価表）。

水道組合：地域住民（コミュニティ）が点水源（井戸）や共同水栓システムを運営管理している。2005 年

時点、約 35 百万人がこのシステムにアクセスしている（出所：事業事前評価表）。
8 本事業で支援した水道区での各戸給水を含む。
9 家庭の飲料水へのアクセスは、フィリピンでは改善された飲料水源を利用できるかどうかという定義が

なされているが、この割合には家庭への水道接続のみならず、共同水栓、掘削孔、保護された井戸や泉な

ども含まれている。そのため、WHO/UNICEF のデータと MDG 報告書との間には割合に違いが生じてい

る。
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３.１.３ 日本の援助政策との整合性

本事業は、計画時の ODA 大綱及び ODA 中期政策の重点課題の「貧困削減」という課

題、またフィリピンに対する国別援助計画・国別事業実施計画の援助重点分野「格差是

正－基礎的生活条件の改善（水供給の改善）」に合致していた。そのため、計画時の日本

の援助政策との整合性は高いといえる。

本事業は、計画時と完了時の両時点においてフィリピンの開発計画や開発ニーズに合致

するものであったほか、計画時の日本の援助政策とも十分整合している。したがって、本

事業の妥当性は高いといえる。



8

【フィリピンの水道セクターの制度上の現状と課題】

フィリピンでは、多くの組織が水道供給に関わっており、その構造は複雑であると言わ

れている。そのため、本コラムにおいて、LWUA の位置づけと共に水道セクターの概要（現

状と課題）を以下の通り示した。

「フィリピン水道供給セクターロードマップ（第 2 版）」（2010 年）によると、フィリ

ピンでは 8 割程度の家庭が水へのフォーマルアクセスがある一方で、残りの 2 割はインフ

ォーマルなアクセスしかなく、給水サービスを享受できていない。フォーマルアクセスが

ある家庭の中でも、各戸給水を受けている家庭は全体の 45%に留まっており、LWUA が支

援する水道区が占める割合は半分弱の 20%となっている（下図参照）。

フォーマルアクセス
80%

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙ
ｱｸｾｽ 20%

レベル3
45%

レベル2
10%

レベル1
25%

私有井戸、タ
ンク、小規模
独立業者等
からの供給水道区

20%
民間
5%

地方自治
体、ｺﾐｭﾆﾃｨ
組織20%

地方自治体、ｺﾐｭﾆﾃｨ組織
35%

出所：「フィリピン水道供給セクターロードマップ（第 2 版）」p.10 より作成

注：レベル 1：集落において井戸あるいは湧き水による給水を行うもの、レベル 2：公共水

栓による給水を行うもの、レベル 3：上水道パイプラインによる各戸給水

図 水道へのアクセス状況

 図に示すように、水道の供給サービスを実施する組織として、水道区の他に、民間事業

者、地方行政体、コミュニティ組織が存在し、インフォーマルアクセスとしては井戸やタ

ンクから自給している家庭や小規模な独立業者から購入している家庭など、様々であるこ

とが見受けられる。制度面では、フィリピンの水道セクターには LWUA や地方行政体以外

にも多くの政府機関が関与しており、それぞれ以下の役割を有している。

環境天然資源省（DENR）

水質汚染に関する規制や水質に関する基準を公布する

内務地方政府省（DILG）

地方行政体に対して能力向上支援（研修の実施、マスタープラン策定の調整、資金に関

する情報提供など）を実施する

財務省（DOF）／政府系融資機関
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水道供給セクターに対する資金面での支援を行う

公共事業道路省（DPWH）

 地方行政体に対する技術支援を実施する。LWUA の監督省庁

国家経済開発庁（NEDA）

 国家レベルでの開発計画や投資プログラムの策定の調整を行う

水資源委員会（NWRB）

 フィリピンの水セクターにおける政策等の立案・調整を行う。また、水道サービス事業

者の規制・監督を行う

マニラ首都圏上下水道供給公社（MWSS）

 マニラ首都圏の上下水道サービスを行う。首都圏における規制当局の役割も担う

 このように多くの機関が水セクターに関与しているものの、業務内容に重複が見られた

り、政策を実施する際に調整の下に行動が取れなかったりと、制度上の問題が多く指摘さ

れている。ロードマップに記された主な問題を下表にまとめた。

表 水道供給分野における制度上の課題

課題分野 主な内容

制度的な分断状態
� 制度的な枠組みが脆弱で分断している

� セクター内の計画調整やモニタリングが欠如している

農村部での水道供給に対する

不十分な支援

� 技術的な設計基準、プロジェクト融資、管理、運営・維持

管理に関する支援が不十分

� LWUA や DILG が水道供給組織に対して支援する能力が

不足

低い水道料金とコストリカバ

リー水準

� 水道供給組織は運営の継続や供給範囲の拡大が困難

� 料金の水準・構造・設定方法が組織間で異なる

水道供給組織のパフォーマン

スの低さ
� 水道供給組織の業績が満足のいくものでない

脆弱で分断した規制枠組み

� 透明性の欠如

� サービスプロバイダーレベルの情報が欠如しているため

効果的な規制ができていない

セクター投資・融資

� 水道供給セクターにおける官民の投資が低水準

� 小規模組織にとってサービス拡大のための融資が受けら

れない

水・衛生分野の情報の欠如

� セクターに関する全般的な情報が欠如し、更新も行われて

いない

� 信頼できるデータがなく、体系的なモニタリングができて

いない

出所：「フィリピン水道供給セクターロードマップ（第 2 版）」より作成
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これらの課題を受けて、ロードマップでは規制の改善、統合的なセクター計画などを通じ

て制度的な環境を改善すること、関係主体の能力を向上させること、また様々な組織間の

連携を強化することなどを掲げている。本事業は、上記の課題の中で、主に「農村部での

水道供給に対する不十分な支援」や「水道供給組織のパフォーマンスの低さ」「水・衛生

分野の情報の欠如」を緩和するものであった。ただ、「３.４.１ 発現した効果の持続に必

要な政策制度」にも挙げているように、様々な政府機関が関与する中でどの機関が主導的

な役割を果たすかが明確になっていないという制度的な分断状態や、LWUA から水道区へ

の資金援助の継続は、依然として課題となっている。

３.２ 有効性・インパクト10（レーティング：③）

３.２.１ 有効性

 本事業は、選定水道区に対して、施設改善を含め日常的に専門家チームが関与して経

営改善を促した。その他の対象水道区では、主に研修等を実施し、改善計画の作成指導

を行ったものである。その有効性は、事業完了時の成果 1～5 およびプロジェクト目標の

各指標の達成度を総合的に検討することにより評価した11。

 事業の指標は、当初期間の中間評価時を中心に複数回にわたり変更が加えられたが、

いずれも文言の変更程度に留まっており、評価判断に影響するような指標の変更はうか

がわれなかった。

３.２.１.１ 成果

1) 成果 1：対象水道区の個々のプロファイルが作成され、具体的に経営改善を実施す

る水道区が選定される。

指標①：2006 年 1 月までに、対象水道区の個々の水道区プロファイルを作成する。

指標②：2006 年 2 月までに、水道区の選定基準が策定される。

指標③：2006 年 3 月までに、経営改善を図る水道区の最終リストが LWUA と合意

される。

2005 年 8 月に「３.１.２ 開発ニーズとの整合性」に記した特徴を有する小規模水道

区が全国から 60 抽出された後、各水道区のプロファイルが作成され、2006 年 2 月に

完成物がまとめられた。これらの 60 水道区のうち、事業への参加意思を最終的に表

明しなかった 6 水道区が除外され、54 水道区が最終的な事業対象水道区となった。54

水道区の中から、この水道区プロファイルおよび以下の絶対的基準・相対的基準に基

10 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。
11 成果 1～3 は水道区の選定、改善計画の作成、給水施設の改善に関するものであり、技術協力プロジェク

トで成果として多く用いられる能力向上に係る内容ではなく、施設整備等の作業手順に関する内容という

面が大きい。
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づいて、施設改善を図る 20 水道区が選定された。

＜絶対的基準＞

� 小規模かつ貸付信用度が劣る水道区

� ODA による援助の経験や将来計画のない水道区

� 分散や合併の計画がない水道区

＜相対的基準＞

� 地理的重みづけ：ビサヤ地域およびミンダナオ地域を重点化

� LWUA に対する債務が限定的で、給水人口が多く、給水人口当たりの債務が低い

これらの基準を用いて選定された水道区は、2006 年 5 月に事業の合同調整委員会に

よって承認された。また、本事業では延長期間にさらに 10 水道区が同様の基準で選

定され、支援が行われた。そのうち 8 水道区は当初期間の選定水道区ではない対象水

道区から、残りの 2 水道区は同時期に実施されていた無償資金協力事業「地方都市水

質改善計画」のフォローアップ協力対象の水道区の中から、LWUA の同意を得て 2010

年 8 月に選定された。

 なお、上記指標の達成時期は、それぞれ 1 ヵ月程度、当初計画より遅延した。専門

家チームおよび LWUA によると、本事業は専門家チームの到着を以って開始された

が、2005 年 7 月の開始想定に対して実際は同年 8 月であったことによるものであり、

事業効果の発現の観点からは何らマイナスの影響はないとのことであった。本事後評

価調査においても、実際にこの若干の遅延による影響は見受けられず、結果として成

果 1 は達成されたと判断される。

2) 成果 2： 選定水道区において水道事業経営／サービス改善計画 が作成され、アッ

プデートされ、スケジュール通りに実施される。

指標①：最初の 10 水道区は 2006 年 7 月までに、次の 10 水道区は 2007 年 7 月ま

でに、上記改善計画について、プロジェクトと選定水道区間で合意する。

 選定水道区における水道事業経営／サービスに関する改善計画の作成は、各水道区

が専門家チームからの支援を受け、会合及びフォローアップを行うことを通じて作成

された。スケジュール面では、20 水道区は 2 つのグループに分けられ、最初の 10 水

道区の改善計画は 2006 年 7 月までに作成された。残りの 10 水道区の改善計画策定は

2007 年 7 月までに完了した。また、延長期間については、追加された 10 の水道区に

ついて改善計画が策定された（2010 年：8 水道区、2011 年：2 水道区）。

 以上の通り、改善計画は当初期間・延長期間ともに、計画通りのスケジュールで全

ての選定水道区において策定されたとのことであった。
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以上より、本事業の達成度については、本事業完了時には改善計画はスケジュール

通り策定・実施されており、成果 2 は達成されているといえる。

3) 成果 3：上記改善計画に基づき、選定水道区における給水施設が改善される。

指標①：最初の 10 水道区は 2007 年 3 月までに、次の 10 水道区は 2008 年 3 月ま

でに、施設改善に係る詳細設計及び入札図書を作成する。

指標②：最初の 10 水道区は 2008 年 3 月までに、次の 10 水道区は 2009 年 3 月ま

でに、施設改善に係る工事が完了し、水道区による運営が開始される。

 本成果は、選定水道区の施設改善に係る詳細設計・入札図書の作成と実際の改善工

事という 2 段階の指標が設定されていた。詳細設計・入札図書の作成については、最

初の 10 水道区が 2007 年 5 月に、次の 10 水道区が 2008 年 5 月に作成された。また、

延長期間には、10 水道区の 1 つであるアブヨグ水道区（無償資金協力事業のフォロー

アップ対象水道区）の修復工事のための詳細設計および入札書類も作成された。施設

改善工事に関しては、当初期間の 20 の選定水道区および延長期間のアブヨグ水道区

における給水施設の改善工事は当初の計画通り進められた12。設計内容は、コミュニ

ティ会合を含め、関係者（LUWA、水道区、専門家チーム等）の間での協議をふまえ

たものであり、実施機関によると水道区のニーズが反映されたものであるとのことで

あった。また、カウンターパートは専門家チームからの指導の下、改善計画の策定に

共に取り組み、手順や知識を習得したとのことであった。スケジュールが若干遅れた

水道区が散見されたものの、実際の効果発現に大きなマイナス影響は及んでいないと

のことであり、問題はないと判断される。

したがって、成果 3 は想定通り達成されたといえる。

4) 成果 4：対象水道区における水道事業運営全般に係るマネージメント能力が強化さ

れる。

指標①：対象水道区職員のマネージメントおよび維持管理に係る知識が向上する。

指標②：選定水道区職員のマネージメントおよび維持管理に係る知識・技能が向

上する。

 成果 4 の指標①および②は類似した指標であり、活動も共通する事項が多いことか

ら、選定水道区か対象水道区かによって達成した成果に大きな違いは生じないと考え

られ、発現した成果である「本事業の経験を生かした資金の確保」「マネージメント

能力の強化」について両水道区の達成度を併せて分析した。

12 当初期間の対象であった 20 の選定水道区については、最初の 10 水道区が 2008 年 5 月に、次の 10 水道

区が 2009 年 3 月に完了した。延長期間のアブヨグ水道区の既設ポンプ場の修復工事は 2011 年 11 月に開始

され、2011 年 12 月に完了した。
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【本事業の経験を生かした資金の確保】

本事業では、当初・延長期間全体で、研修コースが 12 回およびワークショップ・

セミナーが 9 回開催された。

水道区からのこれらの参加職員は、改善計画の策定、財務管理、施設運転維持管理、

技術管理の基礎を学ぶことができたとのことであった。その結果、事業完了までに、

対象水道区のうち 6 つの水道区が、LWUA の通常予算以外の特別予算による水道施設

整備向け基金（Non-LWUA Initiated Fund、以下「NLIF」という）を獲得することがで

きたほか、さらに 6 つの水道区が LWUA の通常ローン（通常予算）の借り入れを承

認されるなど、本事業で学んだ内容を生かして提案書を作成したという事例が見受け

られた。選定水道区については、事業完了までに 20 水道区のうち 14 水道区が NLIF

への提案書を提出し資金を獲得するなど、高い割合で本事業の成果が現れたことが明

らかになった。

実施機関によると、その他の資金源も併せると、協力期間中の 2009～2012 年の間

に政府機関から財務面で支援を受けることができた水道区は、本事業で支援した 60

水道区のうち 41 水道区に上った。

【マネージメント能力の強化】

 上述の資金確保状況の改善にも実際の効果として現れている通り、研修等への参加

者からは、水道計画の策定の考え方や方法を学んだことにより、長期的な視点を持つ

ことができ、新たな要請を提案する際に非常に役に立ったという意見が聞かれた。こ

れらの研修は、本事業では、専門家チームと LWUA のカウンターパートが精力的に

各水道区を訪問して OJT を実施していたことの他に、研修やワークショップ・セミナ

ーをビサヤ地域やミンダナオ地域でも開催し、それぞれの地で近隣の水道区からの参

加を容易にしたという工夫もなされたことが、多くの水道区をカバーすることが可能

であった大きな要因であったとの意見が関係者から聞かれた。

本事業の実施を通じ、特に、選定水道区からの参加職員からは、運営・マネージメ

ント能力のさらなる改善に向けた知識・技能を身につけることができたとのことであ

った。選定水道区は研修のみならず、事業期間を通して専門家チームから直接的な支

援を定期的に受けたことや、給水施設が事業にて改善されたことにより、研修等で学

んだことを応用することが可能となった。また、本事業がマーケティング戦略改善の

方策として選定水道区に住民集会を導入したことも注目される。

なお、財務管理、施設運転維持管理、技術管理に関する研修は選定水道区および対

象水道区両方に対して実施されたほか、対象水道区も徐々に他の資金源を通じて施設

の改善を進めてきたことから、選定水道区と対象水道区との間で、習得した知識や技

能に決定的な違いは見受けられないとのことであり、運営に与える影響には大きな差

はないと思われた。
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以上より、成果 4 は、多くの水道区で能力の向上が完了時までにうかがわれたこと

から、概ね達成されたといえる。

5) 成果 5：LWUA の対象水道区に対する技術援助が強化され、その経験が他の水道区

にも普及する。

指標①：LWUA カウンターパート職員の対象水道区の経営・技術の現状および水道

システム改善にかかる知識が向上する。

指標②：LWUA の対象水道区の効果的な改善方法に係る知識が強化される。

 本事業で専門家チームとともに活動していた LWUA カウンターパートの能力向上

については、改善計画の作成や施設改善業務などの活動を通じて水道区の経営改善に

必要な技術や手法を専門家チームから LWUA カウンターパートに移転することが計

画されていた。事業実施の結果、以下の内容がうかがわれた。

� 水文解析に関する知識ならびに総合的な計画策定等の実用的なアプローチに関す

る知識を得る契機となった。

� 対象水道区を頻繁に訪問し相談業務を行い、ワークショップや住民集会にかかわ

ったことから、水道区の現状に対する理解を広げることができた。

� 住民集会、総合的な計画作成及び参加型アプローチの実践が、水道区の現状の改

善に対して効果的であることを認識した。

 また、プロジェクトセミナーやワークショップに参加することにより、LWUA カウ

ンターパートは、水道区の改善に関わる手法（水道区の調査とプロファイリング、援

助対象水道区の選定基準の策定、水道区への講義や助言、改善計画作成支援、調達業

務の管理、建設工事の検査、財務分析等）について知識を深めることができたとのこ

とであった。そのため、計画内容は実施され、カウンターパートは知識を深めること

ができたと考えられる。

なお、LWUA は日常的に水道区に対する経営・技術面での助言業務を行うために、

運営指導員（Management Advisor）を約 10～15 水道区当たり 1 名配置している。これ

らの指導員の存在に加え、本事業の専門家チームやカウンターパートが頻繁に各水道

区を訪問していたことにより事業活動は全体的に支えられていた。

以上より、成果 5 は、指標に記載された知識が計画通り向上していたことから、概

ね達成されたと考えられる。

３.２.１.２ プロジェクト目標達成度

本事業では、完了時までに各成果に関する指標の全体的な向上が見られた。LWUA

の日常的な指導と併せ、事業活動の実施およびそれにより達成された上記の成果を通
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じて、プロジェクト目標は達成されうるものといえる。したがって、成果とプロジェ

クト目標との間には十分な因果関係があると考えられる。

本事業の目標は、当初は、「選定水道区の水道サービス及び経営が改善され、対象

水道区（選定水道区を除く 40 水道区）のサービス及び経営改善のための方策が示さ

れる」であったが、最終的に

1．選定水道区におけるサービス及び経営が改善される。

2．対象水道区（20 選定水道区を含まない）のサービス及び経営改善のための方策が

示される。

の 2 つに整理された。

これらの事業の目標の達成度を測るために設けられた指標の達成度（事業完了時）

は、表 1 に示す通りであった。第 1 の目標に関しては、選定水道区の施設改善は給水

栓数の増加等に極めて重要な役割を果たし、選定水道区の財務状況の改善にもつなが

ったことが確認された。また、上水道利用者の満足度についても、延長期間終了時評

価における満足度調査において、概ね水道利用者が水道サービスの質に満足している

ことが確認されたことから、全体として第 1 の目標は達成されたといえる。第 2 の目

標については、指標として掲げられた、対象水道区における「改善計画の策定」は全

ての対象水道区で実施されたことが確認された13。また延長期間には無償資金協力の

フォローアップ対象の 6 水道区においても計画が策定されたことから、第 2 の目標も

達成されたといえる。

13 現地調査時、選定水道区における改善計画の内容とは異なり、財務部分の計画策定を指していたことが

確認された。
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表 1 プロジェクト目標の達成度

目標 指標 実績

プロジェクト
目標

指標 1-1：2010 年までに選
定水道区の上水道事業及
び経営の指標が改善され
る。

稼働給水栓数、職員 1 人当たり給水栓数、料金
回収率、無収水率、営業費率、流動比率、元利
償還比、収益率などは全体的に向上しており、
本事業は選定水道区の運営上・財務上の改善に
明確に貢献した。

指標 1-2：2010 年までに選
定水道区の上水道利用者
の満足度が向上する。

20 の選定水道区のうち、2010 年に営業を停止し
たバラタン水道区14を除く 19 の水道区のサービ
ス利用者は水道サービスの質に満足している結
果が導き出された。

指標 2-1：2009 年 3 月まで
に対象水道区（34 水道区）
の改善計画が作成される。

施設が改善されなかった 34 の水道区全てがそ
れぞれの改善計画（財務部分のみ）を作成した。
さらに延長期間には、無償資金協力事業のフォ
ローアップ協力の対象となった 6 つの水道区の
改善計画作成に対する支援も行われた。

出所：本事業の延長期間終了時報告書および LWUA からの回答結果より作成

以上より、全ての指標が達成していることから、プロジェクト目標は、概ね達成し

たと判断される。

本事業の 5 つの成果は概ね達成されたことがうかがわれたほか、成果が達成されたこと

がプロジェクト目標の達成を実現したといえる。したがって、事業完了時の本事業の有効

性は高いと判断される。

３.２.２ インパクト

３.２.２.１ 上位目標達成度

上位目標：対象水道区のサービス及び経営が改善される。

本事業の上位目標としては、施設改善の支援を受けなかった 34 の対象水道区にお

いても、事業完了までに示されたサービスおよび経営改善のための方策を具体的な行

動に移し、2015 年までに実際に指標が改善していくことが期待されていた。

本事業のデザインは、改善計画が策定され、運営・財務指標が改善していくことで、

本事業が支援対象とした水道区の経営が改善していくというつながりで構成されて

いた。この流れは実際の事業の実施においても合理性および一貫性があると判断され

ることから、プロジェクト目標と上位目標との間には論理的な整合性があるといえる。

14 バラタン水道区は 2010 年 3 月～2012 年 9 月の水道サービス休止後、2010 年 10 月に再開したが、掘削し

た井戸からの水量が（特に夏季には）十分ではなく、水道供給は非常に不安定であり、財務状況も芳しく

ない。2014 年にはバラタン川から取水して給水する計画が承認されたが、事後評価時点では、LWUA が財

源を模索しているところであった。
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表 2 上位目標の達成度

目標 指標 実績

上位目標 2015 年までに、対象水道区
のサービス及び経営の指標
が改善される。

2013 年の時点で、対象水道区の運営・財務指標は
全体的に改善してきている。水道区の信用度も改
善傾向にあるが、依然として信用度が低い水道区
も少なくない。

出所：LWUA 提供資料を基に分析・判断

事後評価では、本事業で 2005 年より支援してきた 54 水道区の運営・財務指標につ

いて、2005 年、2011～2013 年の数値を入手した。無償資金協力事業フォローアップ

の対象となった 6 水道区の運営・財務指標は 2011～2013 年のみ整備されていた。そ

のため、計画時との比較は、当初期間から対象としてきた 54 水道区のデータを用い

ることとした。

主要指標の変動率は表 3 の通りであった。

表 3 運営・財務指標の変動率

運営指標 財務指標

稼働

給水栓数
給水人口

人口

カバー率

料金

徴収率

職員 1人当た

り給水栓数
生産量 無収水率 収入額

選
定
水

道
区

2005 年→
2011 年 147% 145% 129% 106% 124% 92% 97% 203%
2005 年→
2013 年 164% 168% 144% 107% 127% 123% 119% 252%
2011 年→
2013 年 112% 116% 112% 100% 102% 134% 123% 124%

対
象
水

道
区

2005 年→
2011 年 134% 151% 121% 103% 110% 120% 86% 227%
2005 年→
2013 年 153% 169% 130% 101% 126% 125% 78% 274%
2011 年→
2013 年 114% 112% 108% 99% 114% 105% 91% 121%

出所：LWUA 提供資料より算出

注 1：給水人口：稼働給水栓数×1 世帯当たり平均人数

人口カバー率：給水人口／水道区のカバー地域の全人口

注 2：LWUA へのデータが一部未提出の水道区については、「改善なし」もしくは「隣接 2 ヵ年の平

均値」を用いて計算を行ったものであるため、変動率は必ずしも正確なものではなく、傾向を捉

えようとしたものである。なお、対象水道区のうち 2 水道区は本事業開始後に操業停止や自治体

への統合があったことから算出から除外している。

上表より、運営・財務指標の変化については、選定水道区、対象水道区の区別なく、

概ね大きな改善が見られている。例えば、稼働給水栓数については、選定水道区では

2005 年（計画時）から 2011 年（完了時）にかけて平均で 47%の増加、2005 年から

2013 年（事後評価時）にかけては 64%の増加が見られた。事業完了以降も給水栓数

が 12%増加したことがデータに表れている。これは対象水道区についても同様であり、

2005 年から 2011 年にかけて 34%の増加、2005 年から 2013 年にかけては 53%の増加

となっている。職員 1 人当たり給水栓数は LWUA では小規模水道区では 120 以上を
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一定の目安としており、2013 年時点で選定水道区は 105、対象水道区では 112 と、目

安に対しては未達であるが、共に改善してきたことが見受けられる。

唯一懸念される指標としては、選定水道区の無収水率が挙げられる。2005 年から

2011 年にかけては若干減少（＝改善）したが、2011 年から 2013 年にかけては 23%上

昇（＝悪化）した。しかし、原因は LWUA でも把握しておらず明らかではなかった15。

また、人口カバー率は全般的に改善してきているものの、実際のカバー率が一桁台の

水道区も少なくなく、最も高い水道区でも 56%（2013 年）と、依然として改善の余

地は大きいことがうかがわれた。

出所：LWUA 提供資料を基に作成

注：CW（信用度あり）、SCW（信用度ややあり）、PCW（信用度ややなし）、NCW
（信用度なし）、NDA（データなし（分析不可能））

図 1 選定水道区の信用度レーティングの推移

15 実施機関によると、水道メーター等が備わっておらず、正確な無収水率がそもそも計算されていないと

いう問題を抱える水道区も存在するとのことであった。
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出所：LWUA 提供資料を基に作成

注：CW（信用度あり）、SCW（信用度ややあり）、PCW（信用度ややなし）、NCW
（信用度なし）、NDA（データなし（分析不可能））

図 2 対象水道区の信用度レーティングの推移

財務指標については、選定・対象水道区共に、平均的に大きく改善していることが

表 3 より見受けられ、事業完了後も収入は引き続き増加している。LWUA は各水道区

の財務状況を分析し、LWUA のローンを供与するのに十分な信用度があるかどうかを

高い方から低い方に向かって「CW（Creditworthy、信用度あり）」、「SCW（Semi

Creditworthy、信用度ややあり）」、「PCW（Pre-Creditworthy、信用度ややなし）」、「NCW

（Non- Creditworthy、信用度なし）」の 4 段階に区分している。図 1 および図 2 は、

本事業の選定・対象水道区の信用度区分を示したものであり、選定水道区は 2005 年

時点で SCW に区分される水道区が全体の 35%、PCW が 55%、NCW が 10%であった。

その後は「データなし（NDA）」の水道区が 40%に達していた年もあるため傾向を解

釈するのが難しい側面もあるが、本事業の実施に伴い CW の水道区が出現し、2013

年には CW と SCW の信用度を有する水道区は選定水道区の半分に達した。対象水道

区についても同様の傾向があり、2005 年時点では 97%の水道区が NCW であったが、

2013 年には 19%が SCW、31%が PCW に分類されるようになり、全体的に財務状況も

改善されていることが明らかとなった。

このように、多くの水道区において運営・財務指標は事業実施中のみならず実施後

も改善しており、上位目標は概ね達成された。

しかしながら、全般的な改善傾向は見られるものの、例えば既述の通り上記の人口

カバー率が一桁台に留まっている水道区が多いことや、十分な借り入れのできない

PCW 以下の水道区の割合も依然として半分以上に上っており、さらなる整備や経営

改善努力が必要であるといえる。運営・財務状況が改善していない水道区の中には、
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台風の襲来により配水網や送水ポンプが打撃を受けたり、主要送水管が通る橋が崩落

したりと、水道区の給水サービス活動以外の外的要因により経営に影響が出ている水

道区も事後評価のサイト調査時に散見された。また、マネージメントが十分機能しな

いため、運営状況に改善が見られない水道区もあり、LWUA の運営指導員が実際の水

道区の経営に主体的に関与している事例も見られた。

なお、本事業でカバーされた水道区の運営・財務データは LWUA により収集・整

理されていた16が、事業実施中に策定された水道区の改善計画が事業完了後も活用・

更新されているかどうかについて、LWUA では状況を把握しておらず、全体像は不明

であった。サイト調査を行った範囲では、選定水道区の中でも活用も更新もなされて

いない水道区から、レビューを行って活用している水道区まで様々であった。

16 定期的に JICA フィリピン事務所と協議する場を設け、対象 60 水道区の運営・財務指標を一覧表に整備

していることが確認された。



21

【水道サービスに関する受益者調査結果】

事後評価調査では、本事業で支援した計 60 の水道区のうち、サイト調査を実施し

た中部ルソン地域およびパナイ島（ビサヤ地域）の中で、9 つの水道区において、計

242 名の住民に対し、水道サービスに関するインタビュー調査を実施した17。主な結

果は以下の通りであった。

Q.水道水は安定的に供給されていますか？

はい いいえ

83.8% 16.2%

Q.事業の実施により水質は向上したと思いますか？

向上した 変化なし 悪化した

53.3% 40.5% 6.2%

Q.事業の実施により水圧は改善しましたか？

改善した 変化なし 悪化した

64.5% 31.0% 4.5%

Q.事業の実施後、生活スタイルは良くなりましたか？

改善した 変化なし 悪化した

64.6% 30.8% 4.6%

Q.全般的に水道供給サービスには満足していますか？

満足している 満足していない

84.6% 15.4%

以上の通り、本事業の実施による水道サービスの改善に対し、好意的な評価がうか

がわれた。水質の向上や水圧の改善に関して「変化なし」とした回答者の約 4 分の 3

は事業実施以前から既に水質や水圧には問題がなかったとのことであり、それらの回

答者も含めると、満足度に関する回答に示される通り、水道サービスに満足している

受益者が多いと考えられる。生活スタイルの変化の例として多く挙げられた回答は、

水汲みに行く必要がなくなったことや料理や洗濯などが容易になったことであった。

17 受益者全体 45,303 名中 242 名。中部ルソン地域 7 水道区（計 142 人）、パナイ島 2 水道区（計 100 人）。

平均的な 1 世帯当たり人数は 4.90 人であり、家計の 3.3%が水道料金に充てられていた。
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３.２.２.２ その他のインパクト

①自然環境へのインパクト

実施機関によると、施設改善工事の実施中には工事に伴う騒音や渋滞等も発生し

たが、大きな問題に発展した事例はないとのことであった。実際に、工事によるマ

イナス影響や苦情等は事業実施中も実施後も確認されておらず、問題はないと思わ

れる。

水道供給については、安定的な供給が実現したことによって、安全な水を利用で

きる人口の割合の増加に貢献していることがプラスのインパクトとして考えられ

る18。

②住民移転・用地取得

本事業では、選定水道区において配水池やポンプ場などの施設が建設されたが、

実施機関によると、それに伴う用地取得や住民移転のケースは発生しなかったとの

ことであり、問題はないと思われる。受益者調査においても、住民移転や用地取得

の発生があったとした回答者は見られなかった。

上記の通り、本事業は、選定水道区のサービスおよび経営が改善されるとともに、対象

水道区の改善のための方策が示されたことにより（プロジェクト目標：完了時）、対象水道

区のサービスおよび経営も改善されていく（上位目標）という流れで構成されており、そ

のロジックには一貫性があると思われた。プロジェクト目標の達成は完了時で判断するも

のであるが、それがさらに事後評価時点にかけて改善していったか、運営・財務指標を中

心に確認したところ、水道区によって違いはあるものの、全体としては上位目標の達成に

向かって進んでいると判断される。

ただし、指標の改善状況が芳しくなく、借入能力もない水道区がどのように自立してい

くことができるかについては、具体的なロードマップ等は描かれておらず、今後の改善項

目である。あまり改善していない水道区の運営・財務指標を向上させていく取り組みも強

化していくことも重要であると思われた。また、改善計画を定期的に更新していくことが

必要であるほか、データの提出がなされていない水道区に対しては、経営状況の適切な把

握を行うためにも、データの提出を徹底させることが必要である。

なお、自然環境への負のインパクト、住民移転、用地取得は特筆すべきものは発生して

おらず、問題はないと考えられる。

 有効性・インパクト全体としては、成果の達成がプロジェクト目標の達成につながって

いることに加え、多くの水道区において各種運営・財務指標がこの流れで改善していくこ

とにより、上位目標がより望ましい形で達成されると思われる。したがって、本事業の有

18 ただし、定量的なデータは入手できなかったものの、本事業対象外の排水（下水）処理については、十

分な対策が取られておらず地下浸透させているだけの地区もあり、今後整備していくことが必要である。
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効性・インパクトは高い。

３.３ 効率性（レーティング：②）

３.３.１ 投入

本事業では、様々な活動を実施するために以下の要素が投入された。

表 4 事業への投入

投入要素 計画 実績（事業完了時）

（1）専門家派遣 長期 6 名
長期 4 名（当初期間 2 名、延長期間 2 名）

短期 9 名（当初期間 7 名、延長期間 2 名）

（2）研修員受入 明示なし

5 名（当初期間 4 名、延長期間 1 名）

※事業独自の研修ではなく、JICA が実施してい

る集団研修を活用したもの

（3）機材供与

簡易水質分析機、水道料金

徴収関連機材、事業管理用

事務機器等

簡易水質分析機、水道料金徴収関連機材、

事業管理用事務機器等

（4）ローカルコン

サルタント19 明示なし 12 名（当初期間 10 名、延長期間 2 名）

（5）ローカルコン

トラクター20 明示なし 4 社（当初期間 3 社、延長期間 1 社）

（6）施設改善支援

費

施設改善支援費：200 百万

円

施設改善費用約 234 百万円（93.691 百万ペ

ソ）

（当初期間約 230 百万円（91.4 百万ペソ）、

延長期間約 4 百万円（2.291 百万ペソ））

（7）その他
フィリピンでの研修、ワー

クショップ等の開催費用

フィリピンでの研修、ワークショップ等の

開催費用（金額不明）

日本側の協力金額

合計
約 700 百万円 1,028 百万円

相手国政府投入額

カウンターパート人件費、

出張旅費、水質検査設備、

プロジェクト事務所、選定

水道区の施設改善に必要な

用地等

当初期間：4.5 百万ペソ

延長期間：1.8 百万ペソ

プロジェクト事務所の光熱水道・通信費、

出張旅費、料金徴収システムの購入、研修

等（人件費は含まない）

３.３.１.１ 投入要素

本事業における投入は表 4 に示される通りであった。後述の通り事業期間が延長さ

れたことから、実際の投入量は当初計画内容を上回った。後述の通り、当初期間の終

了に当たり、習得した技能や知識の活用方法には改善の余地がある水道区が存在する

との判断がなされたことから、一部の水道区に対して改善計画の策定などの支援が追

19 選定水道区の施設の詳細設計、工事監理のための委託を行ったもの。
20 選定水道区の水道施設の建設のために委託したもの。
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加された。また、延長期間には、過去に実施した無償資金協力で有効性が十分発現し

ていなかった 6 つの水道区を追加し、運営管理支援や浄水場の維持管理に係る支援が

行われた。これらの投入は水道区の運営・維持管理状況の改善にとって適切であった

と考えられる。

LWUA によると、成果の発現に対するフィリピン側の投入については、適切な事業

管理の観点からは、当初期間に 20 水道区全てをカバーするために投入したカウンタ

ーパートの人数は妥当であったとのコメントが事後評価時に得られた。

３.３.１.２ 協力金額

協力金額は計画額約700百万円に対し、延長期間も含めた実績額は1,028百万円と、

計画を上回った（146％）。当初期間完了時点の支出実績額は、同完了が 2010 年 7 月

と予算年度の途中であったことから区分けして整理されていなかったため、不明であ

った。

協力金額の大幅な増加は、後述の通り協力期間が延長されたことにより、当初期間

の対象水道区の一部や無償資金協力事業で支援した水道区に対する協力が追加され

るなど、主に 10 水道区に対する支援を行ったことが大きな要因であった。

３.３.１.３ 協力期間

本事業の協力期間は 2005 年 7 月から 2010 年 6 月までの 5 年間が計画されており、

当初期間は 2005 年 8 月～2010 年 7 月の 5 年間となる。「有効性 成果 1」に記載の通

り、本時期変更による負の影響はない。

当初期間の終了時評価（2010 年 3 月）において、プロジェクト目標は総体的に達成

されているものの、自立発展性に課題が残る水道区、つまり事業を通じて習得した技

能や知識の活用方法には改善の余地がある水道区が存在する、と判断されたことから、

事業期間は 1 年 8 ヵ月延長されることとなった。その結果、本事業は 2012 年 3 月ま

で延長された。これは、事業により発現した効果の持続性を高めるために追加投入を

行ったという面が大きいことから、実際の協力期間は当初想定されていた計画を上回

った（対計画比 133%）。

LWUA のリソースを考慮すると、事業の規模および投入量は適切であったと思われる。

しかし、当初期間の終了に当たり、事業中に習得した技能や知識の活用方法に改善の余地

があると判断されたことから、事業は延長されることとなった。その結果、協力金額は当

初計画比 146%、協力期間は当初計画比 133%となり、共に計画を上回った（150%未満）こ

とから、効率性は中程度であると判断される。
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３.４ 持続性（レーティング：②）

３.４.１ 発現した効果の持続に必要な政策制度

フィリピン政府は「フィリピン開発計画 2011-2016」の中で水セクター、特に地方の家

庭の飲料水へのアクセスに優先度を与えており、2016 年までに 86％の家庭に飲料水の供

給を行うという目標を掲げている。また、セクターレベルでは、「フィリピン水道供給セ

クターロードマップ（第 2 版）」が 2010 年に策定されており、特にサービスカバー率が

50%未満の上水供給地域に適切なインフラを整備することが中期的な成果のひとつとし

て挙げられている。このように、国家・セクターレベルでの政策において、水道供給の

重要性は事後評価時およびそれ以降も変わらず高いことが見受けられる。

 ただし、既述の通り、水セクターには数多くの政府機関が関与しており、どの機関が

主導的な役割を果たすかが十分明確になっていないという課題が存在するため、一体的

な給水事業が展開できていないと考えられる。本事業に関しては、LWUA が水道区を支

援するという枠組みについては、独立採算制を採っていて赤字経営をすることができな

い LWUA にとって、政府から水道区への融資のための補助金等を得られない限り、独自

にリスクを取って経営不安のある小規模水道区に貸付を行うインセンティブは働かない

と思われる。事後評価時点では、LWUA は水道区の拡張投資に対する資金を中央政府や

ドナーからの予算に依存している状況であった。一方で、小規模水道区は経営能力の向

上に加え、施設の改修や拡張を行うことが経営改善の有効な方策であることが本調査に

より示されているものの、多くの水道区では、LWUA を通じた資金の借り入れが容易で

はないという状況に陥っている。このように、LWUA から水道区への資金的援助の継続

については、制度上一定の課題があると考えられる。

３.４.２ 発現した効果の持続に必要な体制

LWUA は 2008 年 7 月 23 日の政令 738 号により、公共事業道路省（以下、「DPWH」と

いう）から保健省に移管されたが、2011 年 10 月 26 日の政令 62 号により再度 DPWH 傘

下の組織となった。しかし、全国の水道区に対して財務・技術・組織の面で支援と規制

を行うという使命には変わりはない。LWUA は 2014 年末現在、393 名の職員を有してお

り、副総裁（地域オペレーション担当）が LWUA 資金で支援された水道区のプロジェク

トのモニタリングの責任者となっている。水道区の組織開発は副総裁の下に設置されて

いる水道区開発ユニット（ルソン、ビコール＆ビサヤ、ミンダナオ別の計 3 ユニット）

が担っており、運営指導員はこのユニットに所属している。

小規模水道区は、特に人材面で極めて脆弱な組織体制であると受け止められており、

LWUA の運営指導員は 10～15 ヵ所の水道区を担当して経営面での助言を行うなど、重

要な役割を果たしている。水道区を支援する一定の体制は整備されており、運営指導員

は水道区の抱える課題の大きさに応じて、LWUA による経費負担で 1 ヵ月～数ヵ月に一

度各水道区を訪問している。ただし、事後評価時に訪問した水道区では、運営指導員の

訪問頻度は少ないと考えているところが多かった。
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各水道区の組織体制は、組織規模によってさまざまであるが、理事会の下で支配人が

責任者として存在し、経理担当や水道技術者などの職員が配置されている。水道区の運

営を行っていくには少なくとも複数のポストにより構成される組織が必要となる。

「3.2.2.1 上位目標達成度」で見た通り、職員 1 人当たり給水栓数は、平均的に選定水道

区で 105、対象水道区で 112 と、LWUA で目安とされている 120 に徐々に近づいている

が、非常に小規模な水道区の場合は職員数が過剰になる傾向があり、本事業で支援した

水道区の中で 90（目安の 4 分の 3）未満の水道区は、選定水道区で 25%、対象水道区で

29%存在した（2013 年）。

以上より、全体としては実施体制には大きな問題は見られないと考えられるが、LWUA

の運営指導員によるより頻繁な訪問が望ましいことや、水道区の職員 1 人当たり給水栓

数をより多くすべき水道区もあることなど、一部に課題も見受けられた。

３.４.３ 発現した効果の持続に必要な技術

LWUA には研修を担当する部署があり、技術職員に対して計画・設計・建設・維持管

理の分野において様々な研修を実施している。また、フィージビリティ・スタディや詳

細設計のための手順マニュアルや給水建設マニュアルなどが整備・活用されていた。ま

た、水道区は、LWUA から資金が提供される事業の場合、有料で各種設計や施工監理の

段階で LWUA の技術的支援を受けられるとのことであった。

本事業の効果の持続性との関係では、本事業の延長期間の終了時評価では、カウンタ

ーパートは本事業完了以降も技能・知識の強化を行う意識が高いため、日本人専門家が

LWUA カウンターパートに移転した専門技能や知識は定着すると見られていた。

事後評価時に LWUA に確認したところ、文書上の記録としては残っていないものの、

特に水質分野のカウンターパートは研修等で講師になる機会もあるとのことであった。

また、本事業のセミナーに参加した運営指導員も日常業務の中で本事業を通じて得た知

識を活用して助言等を行っているとのことであった21。しかし、LWUA では、本事業で

獲得した技能や知識を直接的ないしは体系的に活用したプログラムは構築されておらず、

組織内で事業の成果が共有され全体的な底上げにつながっていると確認することはでき

なかった。また、本事業対象水道区を含めた水道区全体の個別情報を取りまとめて課題

解決のための総合的な分析や情報の共有を行うといった取り組みも特段見られなかった。

なお、本事業の支援にて改善した水道施設は、概ね良好に管理され活用されているこ

とが確認された。事後評価で訪問した 5 つの選定水道区については、4 つは運営・維持

管理上の問題は見受けられなかったが、1つは台風の襲来時にポンプが破損してしまい、

使用不可能な状態となっていた。ただし、代替のポンプを設置して水道供給は引き続き

行っていた。

以上より、LWUA では水道区の指導に必要な一定の技術を有しているものの、本事業

21 例としては、本プロジェクトで導入した料金徴収データベースの構築・運用を、各水道区で指導してい

ることが挙げられる。
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の直接的な成果を共有していく仕組みは構築されていなかったことから、組織的な取り

組みが期待される。

３.４.４ 発現した効果の持続に必要な財務

 「３.４.３ 発現した効果の持続に必要な技術」に記述する LWUA の技術的支援は各水

道区の費用負担となるため、本事業で発現した効果の持続に必要な財務としては、LWUA

の融資額に関する財務状況を分析する22。

表 5 に示される通り、LWUA の収入の大部分は、水道区への貸付に対する金利収入で

あり23、全体的な収支も黒字を計上していることが多い。2011 年には運営経費が一時的

に増加したことから赤字になったが、翌年以降は再び黒字に回復している。ただ、金利

収入が徐々に減ってきていることや、表 6 に示される通り融資額も近年減少してきてい

る。水道区への融資額が 2009～2010 年に多いのは、当時は NLIF が供与されていたこと

による部分が大きく、NLIF を通じた融資が終了した後は水道区に対して安定的に融資を

行うことが困難になっている。なお、LWUA は水道区から返済される融資の金利収入か

ら様々な経費を賄っており、元本は水道区への再融資に用いられている。

表 5 LWUA の収支実績

（単位：千ペソ）

2010 年 2011 年 2012 年 2013 年

金利収入 1,487,000 1,148,204 1,032,733 873,845
サービス収入 202,463 30,895 29,988 45,410

罰金等 14,676 20,998 26,838 47,083
雑収入 16,088 35,569 17,368 21,816

収入計 1,720,227 1,235,665 1,106,927 988,154
支出 1,388,486 2,467,602 807,092 899,842
収支 331,742 -1,231,937 299,835 88,313
その他収入 3,423972 -129,520 645,005 66,439
税引前利益 335,166 -1,361,457 944,840 154,752
所得税支払 98,946 -409,321 77,103 27,393
純利益 236,220 -952,135 867,737 127,359

出所：LWUA 提供資料

22 LWUA においては運営指導員の水道区訪問のための交通予算を要する。各水道区における研修予算の確

保については具体的な情報を得られていないものの、「3.2.2.1 上位目標達成度」での財務状況の分析のと

おり、収入が増加している水道区は予算の確保が可能と見込まれるが、債務を抱えている水道区からは予

算の確保が困難とのコメントも聞かれた。
23 LWUA が技術支援を行う際、フィージビリティ・スタディや設計などの調査の場合は基本的な建設費お

よび予備費の 9%、施工管理費の 4%の技術費を水道区に対して請求している。
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表 6 LWUA から水道区への融資額

（単位：百万ペソ）

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年

水道区への融資額 1,109 1,434 708 595
出所：LWUA 提供資料

融資は LWUA の定める水道区の既述の信用度カテゴリー（4 段階）および提案事業内

容に沿って行われている。信用度の高い水道区は他の金融機関の融資を受けられること

から、LWUA は SCW、PCW、NCW に分類された水道区への貸付により注力している。

融資基準は、当該事業が実行可能（返済可能）なものかどうかを判断するとともに、料

金は当該地域の低所得層の家計の平均所得の 5%以内という上限も定めている。また、そ

れまでの料金体系から 60%以上の引き上げ（通常年 1 回まで）を行ってはならないなど

の制限も設けている24。

本事業の対象となった水道区の財務状況は、「3.2.2.1 上位目標達成度」で見た通り、収

入が増加しており、信用度も全体的に向上してきている。ただし、データ不足のため十

分な分析はできなかったが、過去に LWUA から借り入れた相当額の債務を抱えている水

道区も多く、返済が滞っているケースが少なくなかった。また、LWUA は融資事業にお

いて採算性を確保することが求められているため、融資の申請をする小規模水道区が融

資審査に通るのは容易ではなく、サイト調査を行った水道区の中には、融資を受けたい

が認可されないという水道区も散見された。したがって、一部の水道区には、現状では

他の資金源を活用して施設を改修・拡充させることにより運営指標を改善し、財務状況

を向上させて融資を受けられる財務体質を構築していくことが求められる。

政策上、水道供給は重要な課題として位置づけられているが、当該セクターには関係機

関や水道事業体が多種多様に存在しており、一体的な給水事業が展開できていないと考え

られる。体制面では、LWUA は水道区の経営と技術を支援する役割を担っており、水道区

を指導する運営指導員も配置されているが、小規模な水道区では給水栓数に対する職員数

が過剰になりがちという課題も見受けられる。財務面では、小規模水道区は追加融資が未

だ必要な状況でありながらも、多額のローン残高を抱え、信用度の格付けも低い小規模水

道区に対して、採算性を確保することを求められている LWUA が容易に貸付を行うことが

できないというジレンマも抱えている。本事業が支援した小規模水道区においては、収入

が着実に増加し信用度も上昇している水道区がある一方で、改善が見られず融資を受けら

れない状態にある水道区もあるなど、状況は様々であった。

以上より、本事業は政策制度、体制、財務状況に軽度の問題があり、本事業によって発

現した効果の持続性は中程度である。

24 水道区によって水道料金は様々であったが、設定権限は実質的には債権を保有している LWUA にあり、

水道区は自由に決めることはできていない。
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４. 結論及び教訓・提言

４.１ 結論

本事業は、小規模水道区を資金面・技術面で支援し、これらの水道区のサービス向上と

経営改善を目指すことを目的に実施されたものであった。本事業の目的は、計画時と完了

時の両時点においてフィリピンの開発計画や開発ニーズに合致していたほか、計画時の日

本の援助政策とも十分整合しており、妥当性は高い。事業の実施を通じて、想定されてい

た 5 つの成果は概ね達成され、プロジェクト目標の達成にもつながったことから、事業完

了時点の有効性も高い。また、水道区の運営・財務指標がこの流れで改善していくことに

より、上位目標はより望ましい形で達成されていくことが見込まれるほか、本事業は環境

社会面でマイナスの影響を及ぼしていないことから、インパクトも十分発現していると考

えられる。事業の実施面では、協力期間が延長されたことを主な要因として、事業費も計

画額を上回っており、効率性は中程度であると判断された。持続性については、水道区の

運営・財務状況は全般的には改善してきているものの、採算性の確保を求められる LWUA

から低利融資を受けるのが困難な状況が、水道区のさらなる経営改善のボトルネックとな

っていることや、一部の水道区は職員数が余剰であることなど、一部に課題も見受けられ

たことから、本事業で発現した効果の持続性は中程度である。

以上より、本事業の評価は高いといえる。

４.２ 提言

４.２.１ 実施機関などへの提言

施設改善支援や民間参入等による水道区のさらなる経営改善

多くの水道区では、水道料金の設定に自由度がない中で、借入能力が不足しているこ

とに起因して水源開発や配水網整備ができないため、顧客ベースを拡大できていないと

いう課題に直面していた。選定水道区の中には、本事業での施設改善支援が大きなきっ

かけとなって経営状況が改善したという水道区もあることから、改善の可能性の高い水

道区に対しては、政府からの特別予算やドナーの統合融資資金等を用いて低利で特別に

融資することにより施設整備を行い、改善のきっかけを作り出すことも有益な視点であ

ると考えられる。また、民間企業のオペレーション等への参入を促すことによって施設

整備を進めていくことも 1 つの方策である。それにより、徐々に信用力の高い水道区を

増やすこと、つまり自立を促していくことが可能になっていくと思われる。

経営状況のモニタリング／ベストプラクティスとしての情報の整理・蓄積

LWUA の運営指導員によって、各水道区の経営や維持管理に関する助言業務が提供さ

れているが、LWUA 全体としては、各水道区の個別情報を取りまとめて課題解決のため

の総合的な分析を行うといった取り組みは行われていなかった。経営状況が良好な水道

区の情報をベストプラクティスとして蓄積していくことも、運営指導員間の情報共有や

経営状況の悪い水道区の課題解決のために有用であると思われるため、これを実施して
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いくことが望ましいと思われる。

４.２.２ JICA への提言

なし

４.３ 教訓

給水施設改善のグループ別実施

本事業で給水施設を整備した 20 の選定水道区は、10 水道区ずつに分けて時期をずらして

改善工事が行われた。これは、専門家の数やカウンターパート機関の人的リソースが限ら

れているのを確認した上で、実施可能な規模で順次支援していったことによるものであり、

結果的に全ての水道区に対して、設計から完工にかけて十分な指導を行うことが可能とな

った。したがって、類似業務を実施する際には、全体をフェーズ分けすることなどを通じ

て、実行可能なスケジュールを確保していくことが事業効果の発現の観点から重要である

と思われる。

施設改善による経営改善へのきっかけづくり

小規模水道区の多くは、借入能力を向上させるために収入を増やす必要があったが、「４.

２.１ 実施機関などへの提言」にもある通り、本事業では選定水道区の施設整備を無償資金

協力で支援したことにより、顧客ベースを拡大して財務状況を改善させることのできた水

道区が多数見られた。施設改善を受けなかった対象水道区の中には、収入は徐々に増加し

ているものの過去からの債務が多額に上っていることから新規借り入れによる施設拡大が

困難な水道区もあり、そのような水道区では給水サービス地域を拡大することができてい

ない。本事業では、施設改善支援が水道区の自立につながっていく道筋をつけていくこと

にもなったことから、同様のボトルネックを抱える水道事業体に対する支援を検討する際

には、外部資金の利用可能性を把握した上で施設整備を併せて実施することも有効な方策

になりうるものと考えられる。

定期的な協議を通じた事業効果のモニタリング

本事業で支援した水道区が、身に付けた知識を実質的に応用していくには、LWUA が引

き続き適切な指導を行っていき、その都度必要な対策を講じていくことが重要である。そ

のために、支援した水道区の運営・財務状況に関して JICA と LWUA が定期的に協議を行

い、少なくとも事後評価時点まで事業効果をモニタリングしてきたことは状況の把握とい

う点で有効であったと思われる。類似の事業でも同様のモニタリングを実施・継続してい

くことが望ましい。

以上


